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１ 計画策定の趣旨
本県では，全国に先駆けて高齢化が進行し，医療需要が高止まりする中で，地理的には26

の有人離島と多くのへき地を有しており，医療需要に応じた医師偏在対策が重要な課題とな

っています。深刻化する地域の医師不足の現状に対処し，効率的・安定的な医師配置を図る

ため，鹿児島大学病院や県医師会等の関係者と協力して，地域に必要な医師配置の方向性を

示した「地域医療支援方策（平成24年３月）」を定めるとともに，「鹿児島県保健医療計画

（平成30年３月）」を策定し，医師の地域的偏在や特定診療科の医師不足を解消するため，

関係機関と一体となって総合的な医師確保対策に取り組んできました。

全国的にも，医師の偏在は，地域間や診療科間のそれぞれにおいて，長きにわたり課題と

して認識されながら解消が図られていないため，国の「医療従事者の需給に関する検討会」

の下に設置された「医師需給分科会」において，早急に対応する必要のある実効的な医師偏

在対策が検討されてきました。

医師需給分科会において，平成28年６月から平成31年３月までの間に，計４回の中間取り

まとめが行われており，そのうち，第２次中間取りまとめで示された具体的な医師偏在対策

を踏まえ，医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成30年法律第79号）が成立し，医療

計画の中に新たに「医師確保計画」を加えることとなりました。

このような状況を踏まえ，県では，平成29年度に策定した鹿児島県保健医療計画の一部と

して，医師偏在指標に基づく医師確保の方針，確保すべき目標医師数及び目標の達成に向け

た施策内容といった一連の方策を定めた「鹿児島県医師確保計画」（以下「県医師確保計画」

という。）を策定しました。

なお，県医師確保計画においては，医師全体の医師確保計画とは別に，産科及び小児科に

限定した医師確保計画を定めていますが，それ以外の診療科についても，今後，国から示さ

れる予定の指標を基に検討することとしております。

２ 計画の位置付け
○ 県医師確保計画は，医療法（昭和23年法律第205号）第30条の４第１項の規定に基づく

計画として，新たに算定した医師偏在指標に基づく医師確保対策の実施により，医師偏在

の是正を図るものです。

○ 市町村に対しては，医療機能の集約化をはじめ地域における医師確保対策の指針となり，

関係機関・団体に対しては，本計画の示す方向や対策について理解と協力を得るとともに，

それぞれの活動の指針となることを期待するものです。

○ 国に対しては，本計画の示す方向や対策について必要な事業の推進と措置を要請するも

のです。

○ 県民に対しては，本計画の示す方向や対策についての理解を深め，医療を適切に受ける

よう期待するものです。

第１章 総論



*1 地域医療構想：令和７年における地域の医療提供体制のあるべき姿を示したもの。
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○ 本計画は，鹿児島県地域医療構想
*1
（以下「県地域医療構想」という。）で議論されて

いる医療機関ごとの機能分化・連携の方針等や，医師の働き方改革で進められる医師の労

働時間短縮のための取組等と整合性を図りながら，鹿児島大学や医師会等と連携して推進

していきます。

３ 計画の期間
○ 県医師確保計画の計画期間は，令和２年度から令和５年度までの４年間とします。

第１章 総論



*2 医師少数区域：二次医療圏の医師偏在指標において，順位が下位33.3パーセントにある二次医療圏

*3 医師多数区域：二次医療圏の医師偏在指標において，順位が上位33.3パーセントにある二次医療圏
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第１節 医師確保

１ 医師確保の方針

⑴ 計画の対象地域
○ 本計画期間において，医師の確保を図るべき主な地域として，医師少数区域*2及び医

師少数スポットを次のとおり定めます。

ア 医師少数区域

出水二次保健医療圏，曽於二次保健医療圏，熊毛二次保健医療圏

【参考】本県における二次医療圏の区域

二次医療圏名 圏域内市郡名

鹿児島二次保健医療圏 鹿児島市，日置市，いちき串木野市，鹿児島郡

南薩二次保健医療圏 枕崎市，指宿市，南さつま市，南九州市

川薩二次保健医療圏 薩摩川内市，薩摩郡

出水二次保健医療圏 阿久根市，出水市，出水郡

姶良･伊佐二次保健医療圏 霧島市，伊佐市，姶良市，姶良郡

曽於二次保健医療圏 曽於市，志布志市，曽於郡

肝属二次保健医療圏 鹿屋市，垂水市，肝属郡

熊毛二次保健医療圏 西之表市，熊毛郡

奄美二次保健医療圏 奄美市，大島郡

９圏域 43市町村（19市20町４村）

イ 医師少数スポット

二次医療圏名 市町村名 地域名（医師少数スポット）

鹿児島二次保健医療圏 三島村 黒島，硫黄島，竹島

十島村 口之島，中之島，平島，諏訪之瀬島，

悪石島，小宝島，宝島

川薩二次保健医療圏 薩摩川内市 上甑島，中甑島，下甑島

奄美二次保健医療圏 瀬戸内町 加計呂麻島，請島，与路島

無医地区・準無医地区，へき地・国保診療所が設置されている地区等にお

いて，病院への車両での移動時間が概ね１時間以上（船舶での移動は全て対

象とする。）の地域を，医師少数スポットとして設定する。（医師少数区域は

対象外）

○ なお，本計画期間において，鹿児島二次保健医療圏は医師多数区域*3と定めます。

第２章 医師の確保
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*4 医師少数都道府県：都道府県の医師偏在指標において，順位が下位33.3パーセントにある都道府県

*5 医師多数都道府県：都道府県の医師偏在指標において，順位が上位33.3パーセントにある都道府県

*6 目標医師数：計画終了時点において，各医療圏で確保しておくべき医師の総数を表すものであり，

当該医療圏の医師偏在指標が計画開始時点の下位33.3パーセントに相当する医師偏在指標に達するた

めに必要な医師の総数を示したもの。

*7 現在の医師数:「医療施設に従事する医師数」に医師の性別・年齢ごとの平均労働時間を反映した

医師数（標準化医師数）
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⑵ 医師確保の方針
上記⑴の対象地域の医師数が，本計画期間中に医師少数区域から脱するよう次のとおり

医師の確保を図ります。

なお，本県は医師少数都道府県
*4
でも医師多数都道府県

*5
でもありませんが，県内に医師

少数区域が存在することから，必要に応じて，医師多数都道府県からの医師確保を図りま

す。

○ 医師少数区域においては，県地域医療構想等との整合を取りながら，原則として，目

標医師数
*6
を達成するための医師の増加を医師確保の方針とし，鹿児島大学等関係機関

・団体等一体となって，地域枠医師をはじめとする医師の派遣調整により目標医師数の

達成を図ります。

○ 出水二次保健医療圏においては，人口減少に伴う医療需要の減少が見込まれているこ

とから，現在の医師数
*7
を維持する施策を実施するとともに，他の圏域（熊本県等）と

の連携を強化しながら，目標医師数の達成を図ります。

○ 曽於二次保健医療圏においては，他の圏域（宮崎県及び肝属二次保健医療圏等）と連

携した医療提供体制が整備されていることを踏まえ，この連携を強化しながら，目標医

師数の達成を図ります。

○ 熊毛二次保健医療圏は，離島で構成されていることから，本土との往来が容易でない

当該地域の実情等を踏まえつつ，医師多数区域である鹿児島二次保健医療圏との連携強

化等により，目標医師数の達成を図ります。

○ 医師少数スポットにおいては，巡回診療及び遠隔診療等を含め当該地域の実情等を踏

まえた医療提供体制を補完する施策を実施することにより，医師不足の解消を図ります。

○ 上記の方針に加え，県下全域において，医師の派遣調整，キャリア形成プログラムの

運用，勤務環境改善支援及び地域医療介護総合確保基金の活用等により，総合的な医師

確保対策に取り組むとともに，財源に見合った効率的・効果的な対策の実施に努めます。

また，将来的に確保が必要となる医師数については，必要に応じて地域枠の増員を要

請するなどして対応します。

第２章 医師の確保

第１節 医師確保
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２ 目標医師数

○ 医師偏在指標に基づき算定された本県の医師少数区域における目標医師数等は，以下の

とおりです。

【医師少数区域における目標医師数】 （単位：人）

二次医療圏名 目標医師数 現在の医師数 追加で確保が

必要な医師数

(a) (b) (a－b)

出水二次保健医療圏 128 128 0

曽於二次保健医療圏 78 75 3

熊毛二次保健医療圏 54 49 5

計 － － 8

（厚生労働省提供データ）

〈参考資料：医師偏在の状況〉

医療圏名等 医師偏在指標 全国ランク 分 類

全国 239.8 －

鹿児島県 234.1 23/47

鹿児島二次保健医療圏 327.5 23/335 医師多数区域

南薩二次保健医療圏 173.9 179/335

川薩二次保健医療圏 192.8 128/335

出水二次保健医療圏 149.3 265/335 医師少数区域

姶良・伊佐二次保健医療圏 165.5 211/335

曽於二次保健医療圏 131.3 307/335 医師少数区域

肝属二次保健医療圏 164.4 215/335

熊毛二次保健医療圏 126.7 317/335 医師少数区域

奄美二次保健医療圏 165.8 209/335

（厚生労働省提供データ）

【県全体の目標医師数】 （単位：人）

医療圏名等 目標医師数 現在の医師数 追加で確保が

必要な医師数

(a) (b) (a－b)

鹿児島県 4,260 4,252 8

鹿児島二次保健医療圏 2,568 2,568 0

南薩二次保健医療圏 270 270 0

川薩二次保健医療圏 241 241 0

出水二次保健医療圏 128 128 0

姶良・伊佐二次保健医療圏 439 439 0

曽於二次保健医療圏 78 75 3

肝属二次保健医療圏 284 284 0

熊毛二次保健医療圏 54 49 5

奄美二次保健医療圏 199 199 0

（厚生労働省提供データ）

※ 目標医師数と現在の医師数は小数第１位を四捨五入しているため，二次

医療圏の合計数と鹿児島県の数は一致しません。



*8 実務研修：診療所勤務に必要とされるスキル等を習得するための研修として設定しており，原則と

して県立病院での研修となる。
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３ 目標医師数を達成するための施策

以下のような施策の実施により，本県における医師の確保に取り組みます。

⑴ 医師の派遣調整
○ 地域枠医師・自治医科大卒医師をはじめとする医師の派遣調整に当たっては，鹿児島

大学等関係機関・団体と一体となって，医師少数区域や医師少数スポットにおける，医

師確保・配置に取り組みます。

また，必要に応じて地域枠の増員等の要請を行うとともに，地域枠の修学資金貸与の

対象を引き続き地元出身者に限定するなど，地域枠医師の定着に努めます。

○ 医師少数区域における医師確保に当たっては，目標医師数を達成するための医師数と

して，曽於二次保健医療圏で３人，熊毛二次保健医療圏で５人を追加で確保する必要が

あることから，県地域医療構想等との整合を取りつつ，鹿児島県地域医療対策協議会（以

下「県地域医療対策協議会」という。）等での協議を踏まえ，優先的に医師の派遣調整

を行います。出水二次保健医療圏においては，現在の医師数を維持できるよう医師の派

遣調整を行います。

また，医師派遣の総合窓口である県地域医療支援センター（県が鹿児島大学に委託）

の利用促進を図り，医師少数区域における医師不足医療機関の医師確保を支援します。

さらに，県外在住医師のＵ・Ｉターンや定年退職医師の活用を促進し，ドクターバン

クによる就業あっせんを図ります。

○ 離島である医師少数スポットにおいては，鹿児島大学離島へき地医療人育成センター

と連携し，地域医療に貢献する医師の育成に努めるとともに，当該地域の実情等を踏ま

えた上で，必要な医師の派遣を行います。

○ 今後，大幅な増加が見込まれている地域枠医師や自治医科大卒医師等の効果的な派遣

を行うため，県地域医療支援センターと連携の上，県地域医療対策協議会における協議

を踏まえ，派遣医師のキャリア形成を考慮した研修先医療機関・勤務先医療機関の設定

やグループ診療体制の構築に向けた検討を進めます。

⑵ 医師のキャリア形成を支援するための施策
○ 本県のキャリア形成プログラムでは，医師修学資金の貸与を受けた医師の義務として，

医師少数区域等における勤務の期間を６年間と定めています。

また，初期臨床研修終了後，義務勤務の履行期限を12年間としており，実務研修
*8
と

義務勤務を除く５年間が猶予期間となります。猶予期間は，専門医取得や育児休業等の

ライフイベントに充てるための期間として設けています。

今後も，キャリア形成プログラムの策定趣旨に沿った運用を行います。

○ 地域枠医学生・医師が出身地への関心を再確認することを目的として実施している出

身の市町村及び郡市医師会との意見交換会をはじめ，地域枠医師や自治医科大卒医師が

義務期間修了後も県内の地域医療に携われるよう，引き続き，県地域医療支援センター
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や県医師会等とも連携し，医師のキャリア形成支援等に関係機関一丸となって取り組み

ます。

○ 鹿児島大学医学部や大学病院等関係機関との連携の下で策定した「修学資金貸与医師

の専門医取得に係るローテーションモデル」等を活用し，地域の医療機関で勤務する地

域枠医師等のキャリア形成支援に努めます。

○ 鹿児島大学大学院医歯学総合研究科の離島へき地医療人育成センターは，全国の医学

部医学生や大学院生等を対象に離島へき地医療に貢献できる医療人の育成を行ってお

り，特に医師少数区域をはじめとする医師不足地域での勤務を将来担う地域枠医学生及

び自治医科大医学生に対しては，同センターと連携して実施する離島実習や学習会等に

よる育成に努めます。

○ 鹿児島大学病院内の総合臨床研修センターは，研修医等をはじめとする医療従事者の

総合的な研修拠点であり，同センターの活用により専門的・高度な質の高い研修等が実

施できるよう取り組む必要があります。

⑶ 医師の勤務環境を改善するための施策
○ 近年増加傾向にある女性医師を確保するため，院内保育等の整備・充実による勤務環

境の改善や出産・育児等により離職している女性医師の復職等支援に関し，鹿児島大学

病院，県医師会，医療機関，市町村等と連携して取り組みます。

○ 医療従事者の離職防止や医療安全の確保等を図るため，県医療勤務環境改善支援セン

ターにおいて，各医療機関による勤務環境改善への取組に対して，労務管理面・医業経

営面から，専門家による指導・助言を行うなど，個々の医療機関のニーズに応じた支援

を行います。

○ 令和６年度から適用予定となっている医師の時間外労働規制に係る労働時間短縮に向

けて，国の動向を注視しつつ，医療機関において，ＩＣＴ等の技術を活用した効率化を

はじめ，医師事務作業補助者の確保やタスクシフトの推進等による医師に対する負担の

集中の軽減等，勤務医が健康を確保しながら働くことができる勤務環境の整備に向けた

取組が進むよう，その環境整備に努めます。

⑷ 地域医療介護総合確保基金の活用
○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を図るために創設された地域医療介護総合

確保基金を活用して，医療従事者の確保等地域の医療課題の解決に向けた取組を推進し

ます。

⑸ その他の施策
○ 基幹型臨床研修病院や鹿児島大学医学部，県医師会等で構成する県初期臨床研修連絡

協議会において，県内における臨床研修医を確保するため，県内外合同説明会の開催な

どに取り組みます。

○ 医師不足が深刻な産婦人科・小児科・麻酔科等の専門研修を受ける医師を支援するほ

か，医師修学資金貸与制度の活用も通じて，更なる人材の確保に努めます。
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○ 公衆衛生医師については，本県が平成28年度に策定した「社会医学系専門医」の研修

プログラムに基づいたキャリア形成ができることを若い医師等に広く周知するととも

に，鹿児島大学等の協力も得ながら継続的な確保に努めます。

○ 地域医療を担う地元出身の医学生を確保するとともに，地域枠医師等が地域で働くこ

とに対するモチベーションを保持するため，中高生や医学生等をメインターゲットとし

て，地域で働く医師の魅力を発信するための広報活動に努めます。

○ 離島やへき地を多く有する本県では，地域偏在の解消に時間を要し，継続的に地域枠

医師を養成する必要があることから，鹿児島大学と連携し，鹿児島大学医学部特別入試

（地域枠）の定員数の増員に取り組みます。

令和２年度は，地域枠の入学定員数を18人に増員します。また，令和３年度以降は，

国の動向を注視しつつ，必要な対応を検討してまいります。



*9 周産期医療圏：周産期医療の提供体制に係る圏域

*10 相対的医師少数都道府県：都道府県の産科医師偏在指標において，順位が下位33.3パーセントに

ある都道府県

*11 相対的医師少数区域：周産期医療圏の産科医師偏在指標において，順位が下位33.3パーセントに

ある周産期医療圏
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第２節 診療科別医師の確保

１ 産科医

⑴ 医師確保の方針

ア 計画の対象医療圏
○ 本計画期間において，医師の確保を図るべき周産期医療圏

*9
として，相対的医師少

数都道府県
*10
及び相対的医師少数区域

*11
を次のとおり定めます。

相対的医師少数都道府県

鹿児島県（三次保健医療圏）

相対的医師少数区域

北薩小児科・産科医療圏，姶良・伊佐小児科・産科医療圏，

大隅小児科・産科医療圏，熊毛小児科・産科医療圏

【参考】本県における周産期医療圏の区域

周産期医療圏名 二次医療圏名 圏域内市郡名

薩摩小児科・産科 鹿児島二次保健医療 鹿児島市，日置市，いちき串木野市，

医療圏 圏 鹿児島郡

南薩二次保健医療圏 枕崎市，指宿市，南さつま市，

南九州市

北薩小児科・産科 川薩二次保健医療圏 薩摩川内市，薩摩郡

医療圏 出水二次保健医療圏 阿久根市，出水市，出水郡

姶良･伊佐小児科 姶良･伊佐二次保健 霧島市，伊佐市，姶良市，姶良郡

・産科医療圏 医療圏

大隅小児科・産科 曽於二次保健医療圏 曽於市，志布志市，曽於郡

医療圏 肝属二次保健医療圏 鹿屋市，垂水市，肝属郡

熊毛小児科・産科 熊毛二次保健医療圏 西之表市，熊毛郡

医療圏

奄美小児科・産科 奄美二次保健医療圏 奄美市，大島郡

医療圏

６圏域 ９圏域 43市町村（19市20町４村）

イ 医師確保の方針
○ 医療提供体制等の見直し，医師の派遣調整，勤務環境改善支援及び産科医の養成数

の増加等の施策の実施により，本県における産科医の確保に取り組みます。

第２章 医師の確保

第２節 診療科別医師の確保



*12 偏在対策基準医師数：計画終了時の産科医師偏在指標が，計画期間開始時の相対的医師少数区域

等の基準値（下位33.3パーセント）に達することとなる医師数。医療需要に応じて機械的に算出さ

れる数値であり，確保すべき医師数の目標ではありません。

- 10 -

○ 相対的医師少数区域においては，周産期医療提供体制の整備について特に配慮が必

要であることから，医療圏を超えた連携や医療機関の集約化等に取り組むとともに，

医師偏在の解消を図るため，鹿児島大学等関係機関・団体と連携して地域に必要な医

師数（偏在対策基準医師数
*12
）の確保に努めます。

○ 相対的医師少数区域以外の医療圏についても，周産期医療提供体制の整備を進める

必要があることから，相対的医師少数区域と同様の取組を進めていきます。

⑵ 偏在対策基準医師数
○ 産科医師偏在指標に基づき算定された本県及び本県の相対的医師少数区域における偏

在対策基準医師数は以下のとおりです。

【偏在対策基準医師数】 （単位：人）

医療圏名 偏在対策基準医師数 現在の医師数

鹿児島県（三次保健医療圏） 142 146

北薩小児科・産科医療圏 15 13

姶良･伊佐小児科・産科医療圏 17 13

大隅小児科・産科医療圏 13 11

熊毛小児科・産科医療圏 2 2

（厚生労働省提供データ）

【参考：産科における医師偏在状況】

医療圏名等 医師偏在指標 全国ランク 分 類

全国 12.8 － －

鹿児島県（三次保健医療圏） 10.1 42/47 相対的医師少数都道府県

薩摩小児科・産科医療圏 12.3 104/284

北薩小児科・産科医療圏 6.5 258/284 相対的医師少数区域

姶良･伊佐小児科・産科医療 6.3 261/284 相対的医師少数区域

圏

大隅小児科・産科医療圏 6.8 252/284 相対的医師少数区域

熊毛小児科・産科医療圏 7.9 223/284 相対的医師少数区域

奄美小児科・産科医療圏 14.1 76/284

（厚生労働省提供データ）

⑶ 偏在対策基準医師数を踏まえた施策
県下全域において，以下のような施策の実施により，本県における産科医の確保に取り

組みます。

ア 医療提供体制等の見直しのための施策
医療圏を超えた地域間の連携等

第２章 医師の確保

第２節 診療科別医師の確保
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第２節 診療科別医師の確保

○ 産科医療体制の確保に向けた地域の取組を推進するため，相談体制の充実を図り，

市町村と一体となって検討を進めるとともに，産科医や麻酔科医等の確保を行う市

町村等への財政的支援を行っていきます。

○ 安全で良質な周産期医療を提供するために，総合周産期母子医療センターや地域

周産期母子医療センター等の医療機能の確保を図るとともに，地域の実情を踏まえ，

これらの病院を中心に各医療機関の機能分担と連携を図り，限られた医療資源を有

効に活用して，分娩リスクに応じた医療が提供できるよう努めます。

○ 総合周産期母子医療センターは，本県の周産期医療システムの中核として，地域

の周産期医療関連施設と連携し，母体・胎児にリスクの高い妊娠に対する医療や高

度な新生児医療など総合周産期医療が提供されるよう努めます。

○ 地域周産期母子医療センターは，地域の拠点病院として，総合周産期母子医療セ

ンターや地域の周産期医療関連施設と連携を図り，ハイリスク妊婦の分娩など比較

的高度な医療が提供されるよう努めます。

○ 地域周産期医療関連施設は，総合周産期母子医療センターや地域周産期母子医療

センターと連携し，主に正常な分娩への対応や妊婦健康診査等を行う地域の第一次

施設としての機能が確保されるよう努めます。

○ 出産時の急変等に対応するため，母体及び新生児の迅速な搬送体制の確保に努め

ます。

○ 救急車や新生児用ドクターカー，ドクターヘリ，消防・防災ヘリ等様々な搬送手

段を有効に活用するため，関係機関との連携を図ります。

○ 隣接県への母体及び新生児の搬送・受け入れが円滑に行われるよう，隣接県との

情報共有や相互支援体制の構築など，連携の強化に努めます。

○ 奄美地域については，奄美ドクターヘリを活用するほか，状況に応じて，沖縄県

ドクターヘリや沖縄の陸上自衛隊ヘリによる救急搬送が円滑に行えるよう，今後と

も関係機関との連携強化に努めます。

機能分化・連携等

○ ＮＩＣＵ等入院中から，保健所，市町村，医療機関等が連携して児の円滑な在宅

等への退院支援を行うとともに，在宅移行後においても，医療的ケア児やその家族

が適切な支援を受けられるよう，保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関

の連携体制の構築に努めます。

○ 地域において，退院児やその家族を支援するため，在宅療養を支える社会資源（小

児科医，レスパイト先，訪問看護ステーション，障害児通所支援事業所，障害児相

談支援事業所等）の有効活用を検討するとともに，保健所や市町村，関係機関の連

携のもと，長期にわたって在宅医療を必要とする児への訪問指導等の取組に努めま

す。



*13 オープンシステム等：妊婦健診は地元の診療所で行い，分娩は連携病院で行うオープンシステム

及びセミオープンシステム
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第２章 医師の確保

第２節 診療科別医師の確保

○ 安心して子どもを産み育てられる環境づくりを推進するため，子どもや母親の健

康を確保するための母子保健医療対策や，妊婦やその家族への妊娠・出産等に関す

る支援の充実に努めます。

○ 地域において分娩を行う医療機関が逓減している現状を踏まえ，持続的に妊婦健

診や分娩を取り扱うことのできる医療体制が確保されるよう，周産期医療施設のオ

ープンシステム等
*13の活用など，地域の実情に応じた各医療機関における機能分化

・連携について検討を行います。

医療機関までのアクセスに時間がかかる地域への支援

○ 常駐の産科医がいない離島地域については，「離島地域出産支援事業」により，

妊婦の経済的負担の軽減に努めます。

イ 医師の派遣調整
○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を図るために創設された地域医療介護総

合確保基金を活用するなど，産科医の養成や確保に向けた取組を推進します。

○ 鹿児島大学とも連携して県外から医師を招聘するなど，産科医が不足する県立病院

をはじめとする地域の中核的な病院等に産科医を派遣します。

○ 地域枠医師をはじめとする医師の派遣調整に当たっては，鹿児島大学等関係機関・

団体と一体となって，医師確保・配置に取り組みます。

○ 今後，大幅な増加が見込まれている地域枠医師等の効果的な派遣を行うため，県地

域医療支援センターと連携の上，県地域医療対策協議会における協議を踏まえ，派遣

医師のキャリア形成を考慮した研修先医療機関・勤務先医療機関の設定やグループ診

療体制の構築に向けた検討を進めます。

ウ 医師の勤務環境を改善するための施策
○ 産科医の処遇改善を図る医療機関への助成などを通じて，更なる人材の確保に努め

ます。

○ 助産師等の積極的な活用により，産科医がよりその専門性を必要とする業務に専念

でき，業務負担の軽減が可能となることから，助産師等の確保について，養成所への

運営費の補助，新人職員や未就業者に対する各種研修を行い，県内への就業促進や資

質の向上に努めます。

また，特別修学資金の貸与や，地域の産科医療機関への助産師出向に対する支援に

より，地域偏在の解消に努めます。

○ ＮＩＣＵ等入院中から，保健所，市町村，医療機関等が連携して児の円滑な在宅等

への退院支援を行うとともに，在宅移行後においても，医療的ケア児やその家族が適
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切な支援を受けられるよう，保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関の連携

体制の構築に努めます。

○ 地域において，退院児やその家族を支援するため，在宅療養を支える社会資源（小

児科医，レスパイト先，訪問看護ステーション，障害児通所支援事業所，障害児相談

支援事業所等）の有効活用を検討するとともに，保健所や市町村，関係機関の連携の

もと，長期にわたって在宅医療を必要とする児への訪問指導等の取組に努めます。

○ 安心して子どもを産み育てられる環境づくりを推進するため，子どもや母親の健康

を確保するための母子保健医療対策や，妊婦やその家族への妊娠・出産等に関する支

援の充実に努めます。

○ 市町村や医療機関と一体となって，早期の妊娠届出や妊婦健診，妊婦歯科検診の受

診について周知啓発に努めます。

○ 育児不安や産後うつなどの妊産婦の心の健康問題やハイリスク妊産婦については，

その健やかな母性を育み守るため，医療機関や行政，精神保健福祉センターなどの関

係機関が一体となって，支援体制の充実に努めます。

○ 低出生体重児に関する現状把握や原因分析を引き続き行うとともに，低出生体重児

の低減に向けた対策に努めます。また，関係機関が連携し，低出生体重児出生後の支

援の充実に努めます。

○ 医療従事者の離職防止や医療安全の確保等を図るため，県医療勤務環境改善支援セ

ンターにおいて，各医療機関による勤務環境改善への取組に対して，労務管理面・医

業経営面から，専門家による指導・助言を行うなど，個々の医療機関のニーズに応じ

た支援を行います。

○ 令和６年度から適用予定となっている医師の時間外労働規制に係る労働時間短縮に

向けて，国の動向を注視しつつ，医療機関において，ＩＣＴ等の技術を活用した効率

化をはじめ，医師事務作業補助者の確保やタスクシフトの推進等による医師に対する

負担の集中の軽減等，勤務医が健康を確保しながら働くことができる勤務環境の整備

に向けた取組が進むよう，その環境整備に努めます。

エ 医師の養成数を増やすための施策
専攻医等の確保

○ 専門研修を受ける産科医への奨励金支給のほか，医師修学資金貸与制度の活用や

鹿児島大学等関係機関との連携などを通じて，更なる人材の確保に努めます。

○ 特に，医師修学資金貸与制度については，将来，県内の産科医として勤務しよう

とする医学生に修学資金を貸与し，地域の中核的な病院等に勤務する医師の養成を

行います。

キャリア形成プログラムの充実化

○ 鹿児島大学医学部や大学病院等関係機関との連携の下で策定した「修学資金貸与
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医師の専門医取得に係るローテーションモデル」等を活用し，地域の医療機関で勤

務する地域枠医師等（産科医）のキャリア形成支援に努めます。

また，各小児科・産科医療圏においては，以下のような施策にも取り組みます。

○ 薩摩小児科・産科医療圏においては，総合周産期医療を担う鹿児島市立病院及び

鹿児島大学病院並びに地域周産期医療を担う今給黎総合病院などで構成される周産

期医療体制の構築に取り組みます。

また，緊急時に速やかな対応ができるように，関係医療機関との連携を図りなが

ら，新生児専用ドクターカー「こうのとり号」やドクターヘリなど，救急搬送体制

の確保に努めます。

○ 北薩小児科・産科医療圏においては，地域周産期母子医療センターである済生会

川内病院を拠点として，総合周産期母子医療センターの鹿児島市立病院等との連携

を図りながら，地域周産期医療関連施設を含めた，総合的・効率的な周産期医療体

制の充実を図ります。

また，「北薩３市２町医療体制確保推進協議会」における産科医等の確保を含め

た周産期医療体制の維持・強化に向けた活動を支援します。

さらに，県境や離島における妊娠・出産に関する安全性を確保するため，隣県と

の相互連携による協力体制を含めた救急搬送体制の確保に努めます。

○ 姶良・伊佐小児科・産科医療圏においては，隣接する鹿児島地域の拠点病院等と

の連携体制を維持しながら，妊娠，出産から新生児に至る医療を安定的・継続的に

提供できる総合的な周産期医療体制の整備に努めます。

○ 大隅小児科・産科医療圏においては，地域の拠点病院である県民健康プラザ鹿屋

医療センターを中心に開業医等との連携体制を維持しながら，妊娠，出産から新生

児に至る安全で良質な医療を安定的・継続的に提供できる，総合的な周産期医療体

制の維持に努めます。

また，リスクの高い妊娠に対する高度な医療及び高度な新生児医療等を必要とす

るケースに対しては，鹿児島市立病院（総合周産期母子医療センター）や鹿児島大

学病院，独立行政法人国立病院機構都城医療センター等との連携により，高度専門

的な医療を効果的に提供できるような地域周産期医療体制の維持に努めます。

○ 熊毛小児科・産科医療圏においては，総合及び地域周産期母子医療センターと地

域周産期医療関連施設間の連携強化と，搬送体制や後方支援体制等の更なる充実を

図ることなどにより，総合的な周産期医療体制を整備し，安心して子どもを産み育

てることができる環境づくりを推進します。

また，圏域においては，産科医や分娩を取り扱う医療機関が少ないことから，妊

娠・出産に関する安全性を確保するために，関係機関と連携を図りながら周産期の

救急搬送体制の整備の推進を図り，地域の拠点病院との医療連携を促進します。

○ 奄美小児科・産科医療圏においては，沖縄県内の医療機関における出産や緊急搬

送する場合もあることから，沖縄県内の行政機関や医療機関との連携や調整に努め

ます。



*14 小児医療圏：小児医療の提供体制に係る圏域

*15 相対的医師少数都道府県：都道府県の小児科医師偏在指標において，順位が下位33.3パーセント

にある都道府県

*16 相対的医師少数区域：小児医療圏の小児科医師偏在指標において，順位が下位33.3パーセントに

ある小児医療圏
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２ 小児科医

⑴ 医師確保の方針

ア 計画の対象医療圏
○ 本計画期間において，医師の確保を図るべき小児医療圏

*14
として，相対的医師少数

都道府県*15及び相対的医師少数区域*16を次のとおり定めます。

相対的医師少数都道府県

鹿児島県（三次保健医療圏）

相対的医師少数区域

北薩小児科・産科医療圏，姶良・伊佐小児科・産科医療圏，

大隅小児科・産科医療圏，熊毛小児科・産科医療圏，奄美小児科・産科医療圏

【参考】本県における小児医療圏の区域

小児医療圏名 二次医療圏名 圏域内市郡名

薩摩小児科・産科医療圏 鹿児島二次保健医療 鹿児島市，日置市，

圏 いちき串木野市，鹿児島郡

南薩二次保健医療圏 枕崎市，指宿市，南さつま市，

南九州市

北薩小児科・産科医療圏 川薩二次保健医療圏 薩摩川内市，薩摩郡

出水二次保健医療圏 阿久根市，出水市，出水郡

姶良･伊佐小児科・産科 姶良･伊佐二次保健医 霧島市，伊佐市，姶良市，

医療圏 療圏 姶良郡

大隅小児科・産科医療圏 曽於二次保健医療圏 曽於市，志布志市，曽於郡

肝属二次保健医療圏 鹿屋市，垂水市，肝属郡

熊毛小児科・産科医療圏 熊毛二次保健医療圏 西之表市，熊毛郡

奄美小児科・産科医療圏 奄美二次保健医療圏 奄美市，大島郡

６圏域 ９圏域 43市町村（19市20町４村）

イ 医師確保の方針
○ 医療提供体制等の見直し，医師の派遣調整，勤務環境改善支援及び小児科医の養成

数の増加等の施策の実施により，本県における小児科医の確保に取り組みます。

○ 相対的医師少数区域においては，小児医療提供体制の整備について特に配慮が必要

であることから，医療圏を超えた連携や医療機関の集約化等に取り組むとともに，医

師偏在の解消を図るため，鹿児島大学等関係機関・団体と連携して地域に必要な医師



*17 偏在対策基準医師数：計画終了時の小児科医師偏在指標が，計画期間開始時の相対的医師少数区

域等の基準値（下位33.3パーセント）に達することとなる医師数。医療需要に応じて機械的に算出

される数値であり，確保すべき医師数の目標ではありません。
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数（偏在対策基準医師数
*17
）の確保に努めます。

○ 相対的医師少数区域以外の医療圏についても，小児医療提供体制の整備を進める必

要があることから，相対的医師少数区域と同様の取組を進めていきます。

⑵ 偏在対策基準医師数
○ 小児科医師偏在指標に基づき算定された本県及び本県の相対的医師少数区域における

偏在対策基準医師数は以下のとおりです。

【偏在対策基準医師数】 （単位：人）

医療圏名 偏在対策基準医師数 現在の医師数

鹿児島県（三次保健医療圏） 192 189

北薩小児科・産科医療圏 18 16

姶良･伊佐小児科・産科医療圏 27 30

大隅小児科・産科医療圏 20 16

熊毛小児科・産科医療圏 3 2

奄美小児科・産科医療圏 10 7

（厚生労働省提供データ）

【参考：小児科における医師偏在状況】

医療圏名等 医師偏在指標 全国ランク 分 類

全国 106.2 － －

鹿児島県（三次保健医療圏） 85.9 43/47 相対的医師少数都道府県

薩摩小児科・産科医療圏 97.3 160/311

北薩小児科・産科医療圏 66.3 271/311 相対的医師少数区域

姶良･伊佐小児科・産科医療 83.4 215/311 相対的医師少数区域

圏

大隅小児科・産科医療圏 62.0 286/311 相対的医師少数区域

熊毛小児科・産科医療圏 67.0 266/311 相対的医師少数区域

奄美小児科・産科医療圏 50.9 297/311 相対的医師少数区域

（厚生労働省提供データ）

⑶ 偏在対策基準医師数を踏まえた施策
県下全域において，以下のような施策の実施により，本県における小児科医の確保に取

り組みます。

ア 医療提供体制等の見直しのための施策
医療圏を超えた地域間の連携等

○ 小児医療については，限られた医療資源を効率的に活用していく観点から設定さ



*18 小児救急医療拠点病院：鹿児島市立病院（令和元年度現在）
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れた小児科・産科医療圏を基本とし，小児救急医療拠点病院
*18
のほか，地域の拠点

病院等を中心とした医療連携体制の充実・強化を図ります。

○ 第二次救急医療体制については，現行の小児救急医療提供体制の維持及び小児専

門医の確保に努め，充実・強化を図ります。

また，小児救急医療拠点病院の機能強化を促進します。

○ 第三次救急医療体制については，引き続き，鹿児島大学病院や鹿児島市立病院（救

命救急センター）を中心に医療を提供することとし，診療機能の充実・強化に努め

ます。

○ 重篤患者等の搬送については，新生児ドクターカーやドクターヘリ，消防・防災

ヘリ，自衛隊ヘリ等により救急搬送を実施しているところであり，引き続き，関係

機関との連携のもと，搬送体制の確保に努めます。

○ 県境の地域においては，隣県との連携強化により救急搬送体制の充実を図ります。

○ 新生児の救急搬送については，航空機や新幹線などの公共交通機関の利用が有用

なケースも考えられることから，今後も円滑な利用に向けた関係機関との協力体制

の確保に努めます。

機能分化・連携等

○ 医療的ケアが必要な障害児等が，生活の場で必要な医療や療育等の支援を受けら

れる環境づくりを推進するため，関係者間による協議・意見交換を行うとともに，

小児訪問看護の取組促進を図ります。

○ ＮＩＣＵ等入院中から，保健所，市町村，医療機関等が連携し，円滑な在宅移行

に向けて退院支援を行うとともに，在宅移行後においても，児やその家族が適切な

支援を受けられるよう，保健，医療，障害福祉，保育，教育等の関係機関の連携体

制の構築に努めます。

○ 小児がん等の小児慢性特定疾病児とその家族が安心して適切な医療や支援を受け

られるよう，医療費の助成により経済的負担の軽減を行うほか，療養上の困り事や，

就学・就労等自立に向けた相談支援体制の確保に努めます。

○ 小児慢性特定疾病児等の小児期から成人期への移行期医療において，個々の患者

の症状や状況に応じた適切な医療を提供するため，小児科医と成人診療科医等との

連携強化等について検討を行います。

イ 医師の派遣調整
○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を図るために創設された地域医療介護総

合確保基金を活用するなど，小児科医の育成や確保に向けた取組を推進します。
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○ 地域枠医師をはじめとする医師の派遣調整に当たっては，鹿児島大学等関係機関・

団体と一体となって，医師確保・配置に取り組みます。

○ 今後，大幅な増加が見込まれている地域枠医師等の効果的な派遣を行うため，県地

域医療支援センターと連携の上，県地域医療対策協議会における協議を踏まえ，派遣

医師のキャリア形成を考慮した研修先医療機関・勤務先医療機関の設定やグループ診

療体制の構築に向けた検討を進めます。

ウ 医師の勤務環境を改善するための施策
○ 病院勤務小児科医の勤務環境の改善に取り組みます。

○ 「小児救急電話相談事業」については，県民への周知，定着を図り，積極的な活用

を推進し，小児患者を持つ保護者等の不安を軽減するとともに，医師の負担軽減や夜

間急患の混雑緩和を促進します。

○ ポスター，チラシなど様々な広報媒体や，市町村・医師会など関係団体等による各

種啓発等を通して，子どもの急な体調の変化に対する夜間・休日や救急における医療

のかかり方についての保護者の理解を向上させ，適切な受診が促進されるよう取り組

みます。

○ 呼吸器系の疾患の受療が多いことから，冬場のインフルエンザなどの感染症に対し

ては，手洗い・うがいの励行や，予防接種等の予防対策を推進することにより，夜間

・休日における患者の集中の緩和に努めます。

○ 疾病予防のための予防接種の意義・効果について各種の研修会やポスター掲示等に

より広く県民に啓発します。

また，引き続き「鹿児島県感染症情報」を発行し，市町村や医療機関，ホームペー

ジ等を通じて，県民への周知・啓発を図ります。

○ 小児の事故防止については，各種の研修会や市町村・医師会など関係団体等による

広報・啓発を促進します。

○ 市町村が行う乳幼児検診などを活用し，小児の疾病や発達の問題などを早期に把握

し，適切な医療や支援につなげるよう努めます。

○ 発達障害児等については，市町村の乳幼児健診等で早期に気づき，早期療育が受け

られる体制整備を進めるとともに，医療面からの支援が必要な発達障害児等に対して

は，こども総合療育センターと地域の小児科医等の役割分担と連携により，適切なア

セスメントと診断・支援が行われるように努めます。

○ 医療従事者の離職防止や医療安全の確保等を図るため，県医療勤務環境改善支援セ

ンターにおいて，各医療機関による勤務環境改善への取組に対して，労務管理面・医

業経営面から，専門家による指導・助言を行うなど，個々の医療機関のニーズに応じ

た支援を行います。
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第２章 医師の確保

第２節 診療科別医師の確保

○ 令和６年度から適用予定となっている医師の時間外労働規制に係る労働時間短縮に

向けて，国の動向を注視しつつ，医療機関において，ＩＣＴ等の技術を活用した効率

化をはじめ，医師事務作業補助者の確保やタスクシフトの推進等による医師に対する

負担の集中の軽減等，勤務医が健康を確保しながら働くことができる勤務環境の整備

に向けた取組が進むよう，その環境整備に努めます。

エ 医師の養成数を増やすための施策
専攻医等の確保

○ 専門研修を受ける小児科医への奨励金支給のほか，医師修学資金貸与制度の活用

や鹿児島大学等関係機関との連携などを通じて，更なる人材の確保に努めます。

○ 特に，医師修学資金貸与制度については，将来，県内の小児科医として勤務しよ

うとする医学生に修学資金を貸与し，地域の中核的な病院等に勤務する医師の養成

を行います。

キャリア形成プログラムの充実化

○ 発達障害児等については，市町村の乳幼児健診等で早期に気づき，早期療育が受

けられる体制整備を進めるとともに，医療面からの支援が必要な発達障害児等に対

しては，こども総合療育センターと地域の小児科医等の役割分担と連携により，適

切なアセスメントと診断・支援が行われるように努めます。

○ 鹿児島大学医学部や大学病院等関係機関との連携の下で策定した「修学資金貸与

医師の専門医取得に係るローテーションモデル」等を活用し，地域の医療機関で勤

務する地域枠医師等（小児科医）のキャリア形成支援に努めます。

また，各小児科・産科医療圏においては，以下のような施策にも取り組みます。

○ 薩摩小児科・産科医療圏では，鹿児島市夜間急病センターにおいては，引き続き

看護師による電話相談を実施し，保護者の不安軽減と夜間急患の混雑緩和を図りま

す。

また，三島村，十島村では，小児科医がいないため，今後とも小児患者の症状に

応じた対応ができる医療体制の確保に取り組みます。

さらに，三島村・十島村における重篤患者等の搬送については，関係機関との連

携を図りながら，ドクターヘリや消防・防災ヘリ等の活用と救急搬送体制の充実・

強化を図ります。

○ 北薩小児科・産科医療圏においては，病院，診療所が果たすべき役割を明確にし

ながら，地域の拠点病院としての済生会川内病院や出水地域の中核的役割を果たす

出水総合医療センターを中心とした小児医療連携体制の充実・強化に取り組みま

す。

また，県境の地域においては，隣県との相互連携による協力体制を含めた救急搬

送体制の充実を図ります。

○ 姶良・伊佐小児科・産科医療圏においては，圏域の病院，診療所が果たすべき役
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第２章 医師の確保

第２節 診療科別医師の確保

割を明確にしながら，地域の拠点病院としての独立行政法人国立病院機構南九州病

院や地域の中核的役割を果たす国分生協病院，霧島市立医師会医療センター，県立

北薩病院を中心とした小児医療・小児救急医療連携体制を推進します。

○ 大隅小児科・産科医療圏においては，夜間の初期小児救急医療を担う大隅広域夜

間急病センターの安定的運営を図るため，関係市町，医師会等と連携して，適切な

利用に向けた普及啓発に取り組みます。

また，二次保健医療圏を超えた広域での連携・協力体制の構築に取り組むほか，

宮崎県との協力体制を含めた救急体制の充実・強化に努めます。

さらに，夜間の子どもの急病時に電話で看護師等が症状に応じて適切な助言を行

う「大隅広域夜間急病センターの電話相談」の活用により，小児患者を抱える保護

者等の不安軽減や適切な受診の促進を図ります。

○ 熊毛小児科・産科医療圏においては，重篤患者等に係る救急搬送体制の充実・強

化に努めます。特に，圏域における重篤患者等の搬送については，ドクターヘリ出

動における時間短縮に取り組むとともに，消防防災ヘリや自衛隊等の関係機関との

連携などを図りながら，救急搬送体制の充実・強化を図る必要があります。

○ 奄美小児科・産科医療圏においては，重篤患者等の搬送については，奄美ドクタ

ーヘリ等による救急搬送を実施しており，引き続き関係機関との連携の下，搬送体

制の充実・強化に努めます。
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１ ＰＤＣＡに基づく計画の管理
○ 県は，定期的に本計画の達成状況を点検し，その結果に基づいて必要な対応を実施する

ＰＤＣＡサイクルに基づく管理を行います。

○ 本計画は，計画終了時に調査，分析及び評価を行い，必要があると認めるときは，変更

します。

２ 計画の周知及び情報提供
○ 県民をはじめ市町村，関係機関・団体等に対し，県のホームページなどを通じて本計画

の内容に係る十分な周知を図り，理解・協力を得るよう努めます。

また，計画に関連した統計データなど，各種情報の提供に努めます。

３ 計画の推進体制
○ 県地域医療対策協議会において，本計画に沿った具体的な施策の検討や計画の進捗管理

を行います。

第３章 計画の効果測定・評価



- 22 -

１ 鹿児島県医師確保計画の策定経緯

２ 鹿児島県医療審議会

３ 鹿児島県地域医療対策協議会

４ 医師偏在指標

５ 産科医師偏在指標

６ 小児科医師偏在指標

７ 将来の人口推計及び医療需要の状況

８ 医師の現状

資 料

《資料》
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１ 鹿児島県医師確保計画の策定経緯

年月日 内容等 備 考

平成31年４月１日 医療法及び医師法の一部を改正する法

律施行（平成30年７月25日法律第79号）

令和元年６月28日 厚生労働省へ都道府県間及び二次医療

圏間の患者流出入数報告

令和元年７月23日 第１回鹿児島県地域医療対策協議会の 医師確保計画（骨子案），

開催 スケジュール（案）の協

議

令和元年９月５日～ 計画素案に係る地域医療対策協議会構

９月25日 成団体等への意見聴取

令和元年10月28日 第２回鹿児島県地域医療対策協議会の 医師確保計画（素案），

開催 医師少数スポットの協議

令和元年11月５日～ 計画案に係る地域医療対策協議会構成

12月５日 団体等への意見聴取

令和元年12月19日～ パブリック・コメントの実施

令和２年１月20日 市町村・県保険者協議会への意見聴取

令和元年12月 厚生労働省が医師偏在指標を算出

令和２年２月７日 第３回鹿児島県地域医療対策協議会の 医師確保計画（案）の協

開催 議

令和２年３月18日 鹿児島県医療審議会へ諮問

鹿児島県医療審議会からの答申

令和２年３月27日 計画の決定

令和２年３月27日 厚生労働大臣へ提出

令和２年３月31日 告示

令和２年４月１日 施行

《資料》
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２ 鹿児島県医療審議会
（令和２年３月現在）

区分 委員名 所 属

会長 池田  哉 鹿児島県医師会会長

委員 油田 幸子 鹿児島県栄養士会理事

委員 安樂 剛 鹿児島県消防長会会長

委員 伊地知 博史 鹿児島県歯科医師会会長

委員 上野 泰弘 鹿児島県薬剤師会会長

委員 上ノ町 仁 鹿児島市医師会会長

委員 大迫 茂子 鹿児島県地域女性団体連絡協議会副会長

委員 小田原 良治 鹿児島県医療法人協会会長

委員 於保 孝彦 鹿児島大学大学院医歯学総合研究科長

委員 川畑 政治 国立病院長会会長

委員 隈元 新 鹿児島県国民健康保険団体連合会理事長

委員 田畑 千穂子 鹿児島県看護協会会長

委員 坪内 博仁 全国自治体病院協議会鹿児島県支部支部長

委員 中俣 義公 健康保険組合連合会鹿児島連合会会長

委員 林 芳郎 鹿児島県有床診療所協議会会長

委員 原口 典 鹿児島県老人クラブ連合会女性委員会委員長

委員 福地 元一郎 鹿児島県町村議会議長会会長

委員 牧角 寛郎 全日本病院協会鹿児島県支部支部長

委員 宮脇 正一 鹿児島大学歯学部長

委員 山口 たけし 鹿児島県市議会議長会会長

委員 吉留 厚宏 鹿児島県議会議員

50音順（会長を除く）

３ 鹿児島県地域医療対策協議会
（令和２年２月現在）

区分 委員名 所 属

会長 池田  哉 鹿児島県医師会会長

委員 伊佐 幸子 鹿児島県地域女性団体連絡協議会会長

委員 桶谷 薫 鹿児島県医師会理事

委員 於保 孝彦 鹿児島大学大学院医歯学総合研究科長

委員 河野 嘉文 鹿児島大学医学部長

委員 古郷 米次郎 社会医療法人昴和会理事長

委員 椎木 伸一 鹿児島県市長会推薦

委員 園田 健 鹿児島市医師会病院院長

委員 武冨 榮二 鹿児島赤十字病院院長

委員 田中 康博 独立行政法人国立病院機構鹿児島医療センター院長

委員 坪内 博仁 鹿児島市立病院長

委員 夏越 祥次 鹿児島大学病院院長

委員 野村 秀洋 鹿児島県医師会副会長

委員 東 靖弘 鹿児島県町村会推薦

委員 鉾之原 大助 全日本病院協会鹿児島県支部支部長

委員 牧角 寛郎 全日本病院協会鹿児島県支部副支部長

50音順（会長を除く）

《資料》



*1 性年齢階級別の受療率を算出する際に，入院受療率と外来受療率を同一の基準で比較するために，マクロ需給

推計に基づいて無床診療所における外来患者と，病院及び有床診療所における入院患者それぞれの一人当たりに

発生する需要の比を，無床診療所医療医師需要度として用いることとした。この無床診療所医療医師需要度を乗

じた無床診療所受療率と入院受療率の合計を，性年齢階級別調整受療率として，性年齢階級ごとの医療需要を表

す指標として用いることとする。

*2 マクロ需給推計における外来医師需要は，無床診療所における外来医療需要の推計を行っている。

*3 マクロ需給推計における入院医師需要は，病院及び有床診療所における入院医療需要の推計を行っているもの

であるが，病院及び有床診療所における外来医療需要においては，入院需要の一部として推計している。
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《資料》

４ 医師偏在指標
標準化医師数（※１）

医師偏在指標 ＝
地域の人口

× 地域の標準化受療率比（※２）
10万

性年齢階級別平均労働時間
（※１） 標準化医師数 ＝ Σ性年齢階級別医師数 ×

全医師の平均労働時間

地域の期待受療率（※３）
（※２） 地域の標準化受療率比 ＝

全国の期待受療率

（※３） 地域の期待受療率＝

Σ（全国の性年齢階級別調整受療率*1（※４） × 地域の性年齢階級別人口）

地域の人口

（※４） 全国の性年齢階級別調整受療率

＝ 無床診療所医療医師需要度（※５） × 全国の無床診療所受療率

＋ 全国の入院受療率

マクロ需給推計における外来医師需要
*2

全国の無床診療所外来患者数（※６）
（※５） 無床診療所医療医師需要度 ＝

マクロ需給推計における入院医師需要*3

全国の入院患者数

（※６） 全国の無床診療所外来患者数

＝ 全国の外来患者数

初診・再診・在宅医療算定回数［無床診療所］
×

初診・再診・在宅医療算定回数［有床診療所・無床診療所］

５ 産科医師偏在指標
標準化産科・産婦人科医師数（※）

産科医師偏在指標 ＝
分娩件数 ÷ 1000件

（※） 標準化産科・産婦人科医師数 ＝ Σ性年齢階級別医師数

性年齢階級別平均労働時間
×

全医師の平均労働時間



*4 マクロ需給推計における外来医師需要は，無床診療所における外来医療需要の推計を行っている。

*5 マクロ需給推計における入院医師需要は，病院及び有床診療所における入院医療需要の推計を行っているもの

であるが，病院及び有床診療所における外来医療需要においては入院需要の一部として推計されている。
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６ 小児科医師偏在指標
標準化小児科医師数（※１）

小児医師偏在指標 ＝
地域の年少人口

× 地域の標準化受療率比（※２）
10万

性年齢階級別平均労働時間
（※１） 標準化小児科医師数＝ Σ性年齢階級別医師数×

全医師の平均労働時間

地域の期待受療率（※３）
（※２） 地域の標準化受療率比 ＝

全国の期待受療率

（※３） 地域の期待受療率 ＝

Σ（全国の性年齢階級別調整受療率（※４） × 地域の性年齢階級別年少人口）

地域の年少人口

（※４） 全国の性年齢階級別調整受療率

＝ 無床診療所医療医師需要度（※５） × 全国の無床診療所受療率

＋ 全国の入院受療率

マクロ需給推計における外来医師需要*4

全国の無床診療所外来患者数（※６）
（※５） 無床診療所医療医師需要度 ＝

マクロ需給推計における入院医師需要*5

全国の入院患者数

（※６） 全国の無床診療所外来患者数

＝ 全国の外来患者数

初診・再診・在宅医療算定回数［無床診療所］
×

初診・再診・在宅医療算定回数［有床診療所・無床診療所］
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７ 将来の人口推計及び医療需要

※医療需要は全国における性年齢階級別受療率と当該地域の性年齢階級別人口を乗じたた数値であ
り、マクロ需給推計との考え方と異なる方法で算出されている。

全国の将来人口 全国の医療需要

0

50,000,000

100,000,000

150,000,000

2017年 2023年 2036年

00全国

0～14歳 15～64歳 65～74歳 74歳以上

（人）

100% 106% 110%

0%

50%

100%

150%

2017年 2023年 2036年

00全国

0～14歳 15～64歳 65歳以上

（％）

※医療需要は全国における性年齢階級別受療率と当該地域の性年齢階級別人口を乗じたた数値であ
り、マクロ需給推計との考え方と異なる方法で算出されている。

都道府県の将来人口 都道府県の医療需要

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000
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り、マクロ需給推計との考え方と異なる方法で算出されている。

二次医療圏の将来人口 二次医療圏の医療需要
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（厚生労働省提供データ）

※医療需要は全国における性年齢階級別受療率と当該地域の性年齢階級別人口を乗じた
数値であり，マクロ需給推計との考え方と異なる方法で算出されている。

※医療需要は全国における性年齢階級別受療率と当該地域の性年齢階級別人口を乗じた
数値であり，マクロ需給推計との考え方と異なる方法で算出されている。

※医療需要は全国における性年齢階級別受療率と当該地域の性年齢階級別人口を乗じた
数値であり，マクロ需給推計との考え方と異なる方法で算出されている。
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《資料》
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《資料》

８ 将来の分娩数推計

９ 将来の年少人口（ 0-14 歳）推計及び小児科における将来の地域の期待受療率推計
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《資料》

10 医師の現状（『鹿児島県保健医療計画』第５章第１節から抜粋）
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